予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名　森と木とのふれあいフェア開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3013）

　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp  

１　事業費　　        　      1,910千円（前年度予算額：1,910千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,910
	0
	0
	0
	0
	0
	1,320
	0
	590

	要求額
	1,910
	0
	0
	0
	0
	0
	1,320
	0
	590

	決定額
	1,910
	0
	0
	0
	0
	0
	1,320
	0
	590


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成１２年から農業フェスティバルと同時開催することで相乗効果を高めている。

・農業フェスティバル来場者は、平成２２年度に１９万２千人、平成２３年度に１８万１千人、平成２４年度１６万８千人と非常に多くの集客があり、これに伴い森と木とのふれあいフェアへの来場者数も多い。
（平成２５年度は中止）
・県内の林業・木材関係団体が共催金、協賛金として、事業経費の半分以上を負担する共同事業として実施している。
（２）事業内容
　・森と木とのふれあいフェア２０１４の開催
県内各地の林業・木材産業者約50団体が一堂に会し、来場者に事業ＰＲを行うためのフェアを、１０月第４土日に県庁前芝生広場において、岐阜県農業フェスティバルと同時に開催する。また、平成２７年に岐阜県で開催する第３９回全国育樹祭ＰＲイベントとして全国育樹祭のＰＲを行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　・県内の林業・木材関係団体が共催金、協賛金として、事業経費の３分の２を負担する共同事業として実施する。
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	旅費
	5
	開催準備にかかる業務旅費

	需用費
	　20
	会場準備資材費

	役務費
	35
	通信運搬費、保険料

	委託料
	1,600
	会場設営等業務委託費

	その他
	250
	農業フェスティバル負担金

	合計
	1,910
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県森林づくり基本計画
（２）後年度の財政負担
今年度と同様に森林・林業関係団体の共催金や協賛金を受けて実施する。
（３）事業主体及びその妥当性

　　・県民との協働による森林づくりを推進し、森林や木材に関する意識を高めることは基本計画でも位置づけた県の役割であり、主催者として実施する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・多くの県民や企業等が森林に触れ、親しみ、協働による森林づくりに参画する契機となるイベントを開催していくことで、森林関連イベントに参加する企業や団体等を増やし、情報発信を進めます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森林づくり関係イベントに出展した団体数
	３５
（H22）
	４０
（H24）
	（H  ）
	（H25）
	６０
（H28）
	％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　平成25年10月26日（土）～27日（日）県庁前芝生広場

　森と木とのふれあいフェア２０１３（開催中止）


（前年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　出展企業・団体等：５５団体（予定）
　　来場者数　　（開催中止）　　　　　人



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	毎年の秋の恒例イベントとして来場者も多く、林業・木材産業をＰＲする格好の機会であることから、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	県内の関係団体・グループが独自に工夫した企画により、各種体験や木材、木製品の展示ＰＲなどを行うことで、一般の方に林業や林産物を普及し、林業・木材産業の振興に繋げている。今年度も新規に８団体から参加申し込みがあり、ほとんどの団体が来年度継続参加意向である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県内の林業・木材関係団体が共催金、協賛金として、事業経費の３分の２を負担する共同事業として実施している。また農業フェスティバル委員会に会場警備、ごみ処理等を依頼し、経費を削減している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成２７年度は全国育樹祭開催年であり、ＰＲすべき出展内容が多く、参加希望団体が増することも想定され、現在の開催規模を大きく上回る可能性がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

平成２７年度には岐阜県内で全国育樹祭を開催することから、協賛イベントとして実施する予定である。また、農業フェスティバルとの同時開催で、来場者が非常に多く、林業・木材産業をＰＲする格好の機会であることから、来年度も継続して実施する。

開催規模を超える団体が出展希望の際は、テントを増やすだけでなく、出展ブースを半分にするなどの対応を依頼し開催する。


